
法
科
大
学
院
に
お
け
る
国
際
法
務

人
材
養
成
の
新
展
開

―LL.M
.

の
併
設
に
よ
る
新
た
な「
自
国
型
」モ
デ
ル
の
構
築

慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
法
務
研
究
科

教
授

片
山

直
也

一

は
じ
め
に

２
０
０
４
年
の
開
設
以
来
、
全
国
の
主
要
な

法
科
大
学
院
に
お
い
て
、
国
際
化
対
応
と
し

て
、
学
生
の
海
外
派
遣
、
英
語
で
の
授
業
や
セ

ミ
ナ
ー
の
実
施
な
ど
様
々
な
取
組
が
行
わ
れ
て

お
り
、
一
定
の
成
果
を
あ
げ
て
き
た
と
評
価
す

る
こ
と
が
で
き
よ
う
。
し
か
し
、
我
が
国
の「
国

際
法
務
人
材
（
グ
ロ
ー
バ
ル
法
務
人
材
）」
の

養
成
を
全
体
と
し
て
見
る
な
ら
ば
、
ア
メ
リ
カ

の
ロ
ー
ス
ク
ー
ル
へ
の
派
遣
を
中
心
と
し
た

「
外
注
型
」
へ
の
依
存
度
が
高
く
、
我
が
国
に

お
け
る
国
際
法
務
人
材
養
成
の
た
め
の
教
育
イ

ン
フ
ラ
の
整
備
が
著
し
く
立
ち
遅
れ
て
い
る
の

が
現
状
と
い
わ
ざ
る
を
得
な
い
。
今
後
、
日
本

が
国
際
競
争
力
を
備
え
て
「
司
法
外
交
」
立
国

と
な
る
た
め
に
は
、
こ
の
分
野
で
の
人
材
養
成

を
自
前
で
行
う
「
自
国
型
」
モ
デ
ル
の
創
設
が

必
須
条
件
と
な
る
と
思
わ
れ
る
が
、
そ
の
中
で

法
科
大
学
院
に
は
こ
れ
ま
で
以
上
の
役
割
が
期

待
さ
れ
て
い
る
と
い
う
こ
と
が
で
き
よ
う
。
以

上
の
趣
旨
か
ら
、
こ
の
度
、
小
職
が
勤
務
す
る

慶
應
義
塾
大
学
で
は
、
英
語
で
グ
ロ
ー
バ
ル
法

務
の
基
礎
を
学
ぶ
こ
と
が
で
き
るLL.M

.

コ
ー

ス
（LL.M

.in
G

lobalLegalPractice

）
を
、

法
科
大
学
院
に
併
設
す
る
新
た
な
専
門
職
大
学

院
と
し
て
開
設
し
、
本
格
的
に
「
グ
ロ
ー
バ
ル

法
務
人
材
」
の
養
成
を
開
始
す
る
こ
と
と
し

た
。
本
稿
で
は
、
こ
の
新
た
な
「
日
本
版LL.

M
.

」
構
想
を
紹
介
し
つ
つ
、
併
せ
て
、
我
が

国
に
お
け
る
グ
ロ
ー
バ
ル
法
務
人
材
養
成
の
課

題
に
つ
い
て
検
討
し
た
い
。

二

法
科
大
学
院
構
想
の
理
念
と
グ

ロ
ー
バ
ル
法
曹
養
成
の
現
状

１

法
科
大
学
院
の
理
念
と
し
て
の
「
グ

ロ
ー
バ
ル
法
曹
の
養
成
」

グ
ロ
ー
バ
ル
法
曹
の
養
成
は
、
２
０
０
４
年

の
法
科
大
学
院
構
想
の
当
初
か
ら
の
理
念
の
一

つ
で
あ
っ
た
。
た
と
え
ば
、
平
成
１４
年
８
月
中

教
審
答
申
「
法
科
大
学
院
の
設
置
基
準
等
に
つ

い
て
」
に
お
い
て
は
、「
取
り
分
け
、
我
が
国

が
グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
進
展
や
社
会
経
済
状
況
等

の
変
化
に
即
応
し
て
い
く
上
で
重
要
な
国
際
渉

外
、
企
業
法
務
、
知
的
財
産
権
等
の
分
野
で
国

際
的
に
も
活
躍
で
き
る
法
曹
の
養
成
を
期
待
す

る
も
の
で
あ
る
」（
注
１
）
と
強
調
さ
れ
て
い
た
。

２

各
法
科
大
学
院
の
様
々
な
取
組

実
際
に
、
主
要
な
ロ
ー
ス
ク
ー
ル
に
お
い
て

は
、
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
や
留
学
制
度
に
お
い
て
、

グ
ロ
ー
バ
ル
法
曹
養
成
に
向
け
た
様
々
な
試
み

を
行
っ
て
き
た
。文
部
科
学
省
の
い
わ
ゆ
る「
加

算
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
に
お
い
て
も
、「
国
際
化
対

応
」
は
重
点
項
目
の
一
つ
と
さ
れ
、
２
校
（
東

京
大
学
、
早
稲
田
大
学
）
の
取
組
が
「
卓
越
し

た
優
れ
た
取
組
」と
し
て
、
４
校（
神
戸
大
学
、
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慶
應
義
塾
大
学
、同
志
社
大
学
、立
命
館
大
学
）

の
取
組
が
「
特
に
優
れ
た
取
組
」
と
し
て
、
６

校
（
横
浜
国
立
大
学
、
名
古
屋
大
学
、
京
都
大

学
、
広
島
大
学
、
上
智
大
学
、
中
央
大
学
）
の

取
組
が
「
優
れ
た
取
組
」
と
し
て
評
価
を
受
け

て
い
る
。
内
容
と
し
て
は
、
学
生
の
海
外
派
遣

（
海
外
提
携
校
へ
の
留
学
、
国
際
機
関
や
海
外

法
律
事
務
所
で
の
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
へ
の
派

遣
）、
英
語
で
の
授
業
・
セ
ミ
ナ
ー
の
充
実
、

留
学
生
と
の
交
流
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
る
（
注

２
）
。
そ
し
て
、
既
に
少
な
か
ら
ぬ
修
了
生
が
、

渉
外
法
務
・
国
際
法
務
の
第
一
線
で
活
躍
し
て

い
る
（
注
３
）
。

し
か
し
、
司
法
試
験
の
合
格
者
数
、
合
格
率

が
低
く
抑
え
ら
れ
る
中
で
、
在
学
中
は
、
目
の

前
の
厳
し
い
司
法
試
験
の
勉
強
に
集
中
せ
ざ
る

を
得
ず
、
法
科
大
学
院
の
枠
組
み
の
中
に
お
け

る
グ
ロ
ー
バ
ル
法
曹
養
成
は
、
当
初
の
目
論
見

と
は
か
け
離
れ
た
現
状
に
あ
る
と
い
わ
ざ
る
を

得
な
い
。
こ
の
状
況
は
、
今
後
、
司
法
試
験
の

科
目
や
合
格
率
、
実
施
時
期
の
見
直
し
な
ど
の

抜
本
的
な
改
革
が
行
わ
れ
な
い
限
り
、
大
き
く

変
わ
る
こ
と
は
な
い
で
あ
ろ
う
。
近
時
は
、
ギ

ャ
ッ
プ
タ
ー
ム
（
司
法
試
験
受
験
後
か
ら
修
習

開
始
前
ま
で
の
期
間
）
の
活
用
や
法
曹
継
続
教

育
（
Ｃ
Ｌ
Ｅ
）
に
お
け
る
法
科
大
学
院
の
役
割

に
目
が
向
け
ら
れ
つ
つ
あ
る
（
注
４
）
。

３

グ
ロ
ー
バ
ル
法
曹
養
成
の
現
状

―
「
外
注
型
」
へ
の
依
存

そ
れ
で
は
、
現
時
点
で
の
グ
ロ
ー
バ
ル
法
曹

の
養
成
は
ど
の
よ
う
に
行
わ
れ
て
い
る
の
か
。

一
言
で
い
う
な
ら
ば
、「
外
注
」
へ
の
依
存
と

い
う
点
に
集
約
さ
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
大
手
渉

外
事
務
所
や
グ
ロ
ー
バ
ル
企
業
が
極
め
て
優
秀

な
一
部
の
ア
ソ
シ
エ
イ
ト
や
法
務
部
員
を
、
主

と
し
て
、
ア
メ
リ
カ
のLL.M

.

に
派
遣
す
る
こ

と
に
よ
っ
て
、
い
わ
ば
「
外
注
」
型
で
行
わ
れ

て
い
る
の
が
現
状
で
あ
る
。
し
か
し
、
こ
の「
外

注
」
依
存
で
は
、
我
が
国
に
お
け
る
真
の
グ
ロ

ー
バ
ル
化
対
応
は
立
ち
遅
れ
る
ば
か
り
で
は
な

い
だ
ろ
う
か
。

一
つ
は
、
渉
外
法
務
で
活
躍
し
て
い
る
日
本

人
法
曹
、
グ
ロ
ー
バ
ル
企
業
や
国
連
等
の
国
際

機
関
で
働
く
リ
ー
ガ
ル
・
ス
タ
ッ
フ
の
数
は
ま

だ
ま
だ
不
足
し
て
お
り
、
潜
在
的
な
ニ
ー
ズ
に

追
い
つ
い
て
い
な
い
。
そ
の
た
め
に
は
、
一
部

の
優
秀
層
だ
け
で
は
な
く
、
よ
り
裾
野
を
広
げ

て
、
グ
ロ
ー
バ
ル
法
曹
養
成
を
行
う
必
要
が
あ

ろ
う
。

二
つ
は
、
ア
メ
リ
カ
の
ロ
ー
ス
ク
ー
ル
へ
の

派
遣
の
み
で
は
、
今
後
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
対
応

と
し
て
は
不
十
分
で
は
な
い
か
と
い
う
点
で
あ

る
。
む
し
ろ
市
場
は
、
ア
ジ
ア
を
中
心
に
拡
大

し
つ
つ
あ
り
、
自
国
の
法
制
度
を
英
語
で
発
信

す
る
能
力
を
身
に
つ
け
、
ア
ジ
ア
市
場
で
活
躍

で
き
る
グ
ロ
ー
バ
ル
法
曹
の
養
成
が
求
め
ら
れ

て
い
る
。
ア
メ
リ
カ
法
を
学
び
、
ア
メ
リ
カ
の

法
曹
資
格
を
得
る
こ
と
が
グ
ロ
ー
バ
ル
法
曹
と

な
る
唯
一
の
道
だ
と
い
う
時
代
は
す
で
に
終
焉

を
迎
え
つ
つ
あ
る
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。
ア

ジ
ア
の
次
は
、
ア
フ
リ
カ
や
ロ
シ
ア
で
あ
る
の

か
も
知
れ
な
い
。
選
択
肢
は
確
実
に
広
が
り
つ

つ
あ
る
。

三
つ
は
、
も
っ
と
も
重
要
な
点
で
あ
る
が
、

「
外
注
」
依
存
に
よ
っ
て
、
我
が
国
の
イ
ン
フ

ラ
整
備
が
完
全
に
立
ち
遅
れ
て
し
ま
っ
て
い
る

と
い
う
点
で
あ
る
。
我
が
国
が
「
司
法
外
交
」

立
国
を
目
指
す
た
め
に
は（
注
５
）
、
一
方
で
は
、

国
際
仲
裁
セ
ン
タ
ー
な
ど
（
注
６
）
、
我
が
国
に

お
け
る
グ
ロ
ー
バ
ル
法
曹
の
活
動
拠
点
の
整
備

が
必
要
で
あ
る
が
、
他
方
で
は
、
我
が
国
に
お

い
て
、
プ
レ
ー
ヤ
ー
で
あ
る
グ
ロ
ー
バ
ル
法
曹

を
養
成
す
る
た
め
の
教
育
イ
ン
フ
ラ
整
備
が
急

務
と
い
え
よ
う
。

４

グ
ロ
ー
バ
ル
法
曹
養
成
の
課
題

―
「
自
国
型
」
モ
デ
ル
の
構
築

法
科
大
学
院
制
度
が
創
設
さ
れ
て
１０
余
年
が

経
過
し
た
。
こ
の
間
、
主
要
な
ロ
ー
ス
ク
ー
ル
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の
努
力
に
よ
っ
て
国
際
化
対
応
が
な
さ
れ
て
き

た
が
、
個
々
の
ロ
ー
ス
ク
ー
ル
で
で
き
る
こ
と

に
は
限
り
が
あ
り
、
こ
こ
に
至
る
ま
で
、
我
が

国
に
お
け
る
グ
ロ
ー
バ
ル
法
曹
養
成
は
、「
外

注
」
型
依
存
と
な
ら
ざ
る
を
得
な
か
っ
た
。
し

か
し
な
が
ら
、
今
後
、
日
本
が
国
際
競
争
力
を

備
え
て「
司
法
外
交
」立
国
と
な
る
た
め
に
は
、

こ
の
分
野
で
の
人
材
養
成
を
自
前
で
行
う
こ
と

が
で
き
る
「
自
国
型
」
モ
デ
ル
を
創
設
す
る
こ

と
が
必
須
条
件
と
な
る
と
思
わ
れ
る
。
法
曹
養

成
制
度
の
あ
り
方
に
つ
い
て
、
発
想
の
転
換

（「
外
注
型
」
か
ら
「
自
国
型
」
へ
の
パ
ラ
ダ
イ

ム
シ
フ
ト
）
が
求
め
ら
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。

現
在
、
平
成
３０
年
度
を
目
途
と
し
て
法
曹
養
成

制
度
改
革
が
進
行
中
で
あ
る
が
、
次
の
ス
テ
ッ

プ
に
お
い
て
は
、
法
科
大
学
院
を
中
心
と
し
た

法
曹
養
成
制
度
の
中
に
、
グ
ロ
ー
バ
ル
法
曹
養

成
の
た
め
の
「
自
国
」
型
モ
デ
ル
を
い
か
に
ビ

ル
ト
イ
ン
さ
せ
る
か
を
制
度
論
と
し
て
真
剣
に

議
論
す
べ
き
で
は
な
か
ろ
う
か
。
本
稿
で
は
、

そ
れ
に
向
け
た
先
駆
的
か
つ
実
験
的
な
取
組
と

し
て
、
慶
應
義
塾
に
お
け
る
新
し
い
「
グ
ロ
ー

バ
ル
法
務
専
攻
」
の
基
本
的
な
コ
ン
セ
プ
ト
を

紹
介
す
る
こ
と
と
し
た
い
。

三

新
た
な
日
本
版LL.M
.

構
想
〜

「J.D
.

―LL.M
.

併
設
」
モ
デ
ル
の

提
言

１

組
織
―
専
門
職
大
学
院
と
し
て
の

LL.M
.

慶
應
義
塾
で
は
、
こ
こ
数
年
に
亘
っ
て
「
日

本
版LL.M

.

」
構
想
に
取
り
組
ん
で
き
た
結

果
、
既
存
の
法
科
大
学
院
で
あ
るJ.D

.

（
法
務

博
士
）
に
併
設
し
てLL.M

.

（
法
務
修
士
）
と

い
う
新
た
な
デ
ィ
グ
リ
ー
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
設

け
る
と
の
「J.D

.

―LL.M
.

併
設
」
モ
デ
ル
を
提

言
す
る
に
至
っ
た
。
ア
メ
リ
カ
の
ロ
ー
ス
ク
ー

ル
が
３
年
間
のJ.D

.

と
別
にLL.M

.

と
い
う
一

年
の
専
門
コ
ー
ス
を
設
け
て
い
る
の
に
着
想
を

得
た
も
の
で
あ
る
。
た
だ
我
が
国
に
は
、
ア
メ

リ
カ
の
よ
う
にJ.D

.

の
上
にLL.M

.

を
置
く
と

い
う
枠
組
み
が
存
在
し
な
い
の
で
、J.D

.

と
同

じ
マ
ス
タ
ー
・
レ
ベ
ル
の
学
位
と
し
て
、「
専

門
職
学
位
（
法
学
関
係
）」（
注
７
）
の
枠
組
み
を

活
用
し
て
、「
グ
ロ
ー
バ
ル
法
務
修
士
（
専
門

職
）」（LL.M

.
in

G
lobal

Legal
Practice

）

と
い
う
学
位
が
取
得
可
能
な
別
個
の
専
門
職
大

学
院
を
併
設
す
る
形
で
設
置
申
請
を
行
い
、
２

０
１
６
年
８
月
に
認
可
を
得
た
。
図
式
化
す
れ

ば
、
法
曹
養
成
専
攻
（J.D

.

）
に
す
で
に
存
在

し
て
い
た
英
語
で
の
授
業
科
目
を
５０
科
目
ほ
ど

に
増
や
し
て
外
に
も
併
設
し
て
、LL.M

.

の
学

位
（
デ
ィ
グ
リ
ー
）
を
付
与
す
る
と
い
う
仕
組

み
で
あ
る
（
図
１
参
照
）。

か
く
し
て
、
英
語
を
使
用
言
語
と
し
て
、
原

図１ J.D.―LL.M.併設モデル

グローバル法務を学ぶ
9つの科目群

グローバル法務専攻
（LL.M.）

法曹養成専攻
（J.D.）

グローバル
系科目

海外提携校
D.D.など

「グローバル法務専門職」
（グローバル企業・国連等
国際機関のリーガル・スタッ
フ）の養成

日本・アジア諸国で働く外
国人法曹（留学生）の養成

「グローバル法曹」の養成
（法曹リカレント）
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則
１
年
（
パ
ー
ト
タ
イ
ム
１
・
５
年
ま
た
は
２

年
）、
３０
単
位
（
学
部
卒
は
３６
単
位
）
の
コ
ー

ス
・
ワ
ー
ク
に
よ
り
、「
法
務
修
士
（LL.M

.

）」

の
学
位
取
得
が
可
能
と
な
る
、「
グ
ロ
ー
バ
ル

法
務
人
材
」
養
成
を
目
的
と
し
た
、
法
科
大
学

院
に
併
設
さ
れ
る
全
国
初
の
専
門
職
大
学
院
が

開
設
さ
れ
る
に
至
っ
た
わ
け
で
あ
る
。
こ
れ
に

よ
り
慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
法
務
研
究
科
は
、

「
法
曹
養
成
専
攻
（
法
科
大
学
院
）」
と
「
グ
ロ

ー
バ
ル
法
務
専
攻
」
の
二
専
攻
（
二
つ
の
専
門

職
大
学
院
）
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
る
こ
と
と
な

っ
た
（
注
８
）
。

教
員
組
織
と
し
て
は
、
専
任
教
員
１４
名
（
日

本
人
研
究
者
教
員
７
名
、
日
本
人
実
務
家
教
員

３
名
、
外
国
人
教
員
３
名
、
海
外
提
携
校
か
ら

の
ク
ロ
ス
・
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト
教
員
１
名
）

を
中
心
に
、
非
常
勤
教
員
約
４０
名
（
う
ち
外
国

人
教
員
約
１５
名
）
に
ご
協
力
を
お
願
い
し
、
約

５０
科
目
の
授
業
科
目
を
展
開
し
て
い
る
（
注

９
）
。

２

養
成
す
る
人
材
像
―
「
グ
ロ
ー
バ
ル

法
務
人
材
」

標
準
修
業
年
限
３
年
、
９３
単
位
以
上
の
修
得

が
求
め
ら
れ
る
法
科
大
学
院
（
法
務
博
士
）
か

ら
、
英
語
に
よ
る
グ
ロ
ー
バ
ル
系
科
目
を
切
り

離
し
て
、
１
年
３０
単
位
の
デ
ィ
グ
リ
ー
・
プ
ロ

グ
ラ
ム
（LL.M

.

）
を
設
け
る
こ
と
の
意
義
は
、

第
一
に
は
、
法
曹
リ
カ
レ
ン
ト
と
し
て
の
「
グ

ロ
ー
バ
ル
法
曹
」の
養
成
に
あ
る
。す
な
わ
ち
、

弁
護
士
な
ど
の
法
曹
有
資
格
者
が
、
法
科
大
学

院
在
学
中
は
難
し
い
が
、
修
了
後
、
ま
た
実
務

に
つ
い
た
後
に
、改
め
て「
法
曹
リ
カ
レ
ン
ト
」

と
し
て
、
就
学
を
し
直
す
こ
と
を
可
能
と
す
る

と
い
う
点
で
あ
る
。
第
二
に
は
、
法
曹
資
格
の

有
無
に
か
か
わ
ら
ず
（
法
曹
資
格
と
切
り
離
し

て
）、
グ
ロ
ー
バ
ル
企
業
の
リ
ー
ガ
ル
・
ス
タ

ッ
フ
や
、
国
連
等
の
国
際
機
関
や
Ｎ
Ｇ
Ｏ
の
リ

ー
ガ
ル
・
ス
タ
ッ
フ
（「
グ
ロ
ー
バ
ル
法
務
専

門
職
」
と
呼
ぶ
。）
の
養
成
も
重
要
な
役
割
と

な
る
。
こ
れ
ら
、「
グ
ロ
ー
バ
ル
法
曹
」、「
グ

ロ
ー
バ
ル
法
律
専
門
職
」
を
含
め
て
、「
グ
ロ

ー
バ
ル
法
務
人
材
」
と
呼
ぶ
こ
と
に
し
た
い
。

第
三
に
は
、
日
本
や
ア
ジ
ア
に
関
心
を
持
っ
た

外
国
人
法
曹
の
養
成
で
あ
る
。
デ
ィ
グ
リ
ー
・

プ
ロ
グ
ラ
ム
と
す
る
こ
と
に
よ
り
、
海
外
か
ら

日
本
や
ア
ジ
ア
に
関
心
を
持
っ
て
い
る
外
国
人

法
曹
等
を
留
学
生
と
し
て
受
け
入
れ
て
、
オ

ン
・
キ
ャ
ン
パ
ス
で
グ
ロ
ー
バ
ル
環
境
を
確
保

す
る
こ
と
が
可
能
と
な
る
。

３

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

�

「
グ
ロ
ー
バ
ル
法
務
人
材
」
に
求
め
ら
れ

る
素
養

多
岐
に
亘
る
「
グ
ロ
ー
バ
ル
法
務
」
を
ど
の

よ
う
に
整
序
し
教
え
る
か
、
そ
の
プ
ロ
グ
ラ
ム

や
メ
ソ
ッ
ド
は
未
だ
確
立
し
て
お
ら
ず
、
当
面

図２ グローバル法務人材に求められる素養

自国の法制度の
英語での発信能力

日本発
グローバル
法務人材

Practical
Training

グローバル
ビジネス法務
の基礎知識

グローバル
セキュリティ法務
の基礎知識
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は
試
行
錯
誤
が
続
く
と
思
わ
れ
る
が
、
法
務
研

究
科
で
は
、
暫
定
的
に
、
国
際
商
取
引
や
コ
ー

ポ
レ
ー
ト
、
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
な
ど
の
「
グ
ロ
ー

バ
ル
・
ビ
ジ
ネ
ス
法
務
」
と
、
人
権
や
国
際
刑

事
法
、
環
境
な
ど
の
「
グ
ロ
ー
バ
ル
・
セ
キ
ュ

リ
テ
ィ
法
務
」
に
大
別
し
、
二
本
柱
と
す
る
こ

と
と
し
た
。「
グ
ロ
ー
バ
ル
法
務
人
材
」
に
は
、

そ
の
い
ず
れ
か
の
分
野
ま
た
は
両
方
に
つ
い
て

の
基
礎
的
な
知
識
を
修
得
す
る
こ
と
が
求
め
ら

れ
る
が
、
日
本
や
ア
ジ
ア
を
拠
点
と
し
た
「
グ

ロ
ー
バ
ル
法
務
人
材
」
と
な
る
た
め
に
は
、
ま

ず
も
っ
て
、
自
国
や
ア
ジ
ア
の
法
制
度
に
つ
い

て
英
語
で
発
信
す
る
能
力
を
備
え
る
こ
と
が
必

要
と
な
る
と
考
え
て
い
る
。
そ
の
上
で
、
同
専

攻
が
専
門
職
大
学
院
た
る
所
以
は
、
法
科
大
学

院
の
実
務
基
礎
科
目
に
対
応
す
る
「
実
務
ト
レ

ー
ニ
ン
グ
」
で
研
鑽
を
積
む
機
会
が
与
え
ら
れ

る
と
い
う
点
に
あ
る
。
以
上
を
図
式
化
し
た
も

の
が
、
図
２
で
あ
る
。

�

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
・
ポ
リ
シ
ー

�ア

重
点
科
目
（C

o
re
P
ro
g
ram

）

本
専
攻
で
は
、
九
つ
の
科
目
群
か
ら
な
る
約

５０
科
目
の
授
業
科
目
を
用
意
し
て
い
る
が
、
�

で
述
べ
た
「
グ
ロ
ー
バ
ル
法
務
人
材
」
に
求
め

ら
れ
る
素
養
を
身
に
つ
け
る
た
め
に
、Japa-

nese
Law

and
A

sian
Law

in
G

lobal
Prac-

ticalPerspective

科
目
群
、GlobalB

usiness

and
Law

科

目

群
、G

lobal
Security

and

Law

科
目
群
、Practical

T
raining

科
目
群
の

四
つ
の
科
目
群
を
重
点
科
目
（
選
択
必
修
）
と

位
置
づ
け
て
い
る
。
具
体
的
に
は
、
以
下
の
と

お
り
で
あ
る
。

�

Japanese
Law

and
A
sian

Law
in

G
lobalP

racticalP
erspective

科
目
群

日
本
法
に
関
す
る
４
科
目
（State

and
C

iti-

zen,
E

conom
y

and
Social

Structure,
Le-

galH
istory

and
T

ransform
ation,C

ontem
-

porary
Issues

）
と
、
開
発
法
学
の
見
地
か
ら

ア
ジ
ア
法
・
日
本
法
に
つ
い
て
検
討
を
す
る

Law
,

C
ulture

and
D

evelopm
ent

in
A

sia

お
よ
びIntroduction

to
A

sian
Law

from

Japanese
Perspective

に
よ
っ
て
構
成
さ
れ

る
。

�
G
lobalB

usiness
and
Law

科
目
群

International
C

om
m

ercial
T

ransac-

tions,Securities
R

egulations
and

Finance

T
ransactions

in
Japan,

B
ankruptcy

Law
s,

Law
,

Finance
and

T
axation

of
C

orporate

A
cquisitions,

C
orporate

G
overnance

and

R
isk

M
anagem

ent,
G

overnm
ent

R
ela-

tions
and

Law
,

International
C

om
m

ercial

A
rbitration,C

ross

―B
order

Litigation

等
、

最
先
端
の
実
務
に
関
わ
る
授
業
が
配
置
さ
れ
て

い
る
。

�

G
lobalS

ecurity
and
Law

科
目
群

G
lobalization

and
International

C
rim

i-

nal
Law

,
G

lobalization
and

International

H
um

an
R

ights
in

Japan,
E

nvironm
ental

Law
and

Litigation
in

Japan,
E

nviron-

m
entalLaw

and
D

isaster,Introduction
to

図３ カリキュラムの概要

�Japanese Law and Asian
Law in Global Practical
Perspective

�Global Business and Law
�Global Security and Law
�Practical Training
�Innovations and Intellectual
Property Law

�Area Studies
�Comparative Law
	Current Legal Issues

Legal Research and Writing

Core Program

Elective Program

Global Legal Practice

「グローバル法務の
基礎」を学ぶ９つの

科目群
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Space
Law

な
ど
か
ら
構
成
さ
れ
る
。
主
と
し

て
、
国
際
機
関
等
で
活
躍
す
る
こ
と
を
希
望
す

る
学
生
や
、
日
本
の
環
境
法
に
関
心
を
も
つ
留

学
生
に
よ
る
履
修
を
想
定
し
て
い
る
。

�
P
racticalT

raining

科
目
群

N
egotiation

/
A

rbitration,
D

rafting,

M
oot

C
ourt,

Internship

の
四
つ
の
領
域
に

分
け
て
授
業
を
設
け
て
い
る
。
第
一
のN

ego-

tiation/A
rbitration

は
、
模
擬
契
約
交
渉
や

模
擬
仲
裁
を
中
心
と
し
た
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

に
よ
る
実
務
科
目
で
あ
り
、
法
曹
特
に
弁
護
士

の
リ
カ
レ
ン
ト
と
し
て
最
も
基
本
的
な
科
目
と

し
て
位
置
づ
け
ら
れ
る
。
第
二
のD

rafting

で
は
、
契
約
書
の
起
案
や
企
業
買
収
に
つ
い
て

の
実
践
的
な
起
案
に
つ
い
て
、
経
験
豊
富
な
実

務
家
教
員
に
よ
る
二
つ
の
授
業
を
設
け
て
い

る
。
弁
護
士
や
企
業
法
務
ス
タ
ッ
フ
に
と
っ
て

不
可
欠
の
実
務
科
目
で
あ
る
。
第
三
のM

oot

C
ourt

で
は
、
国
際
的
な
コ
ン
ペ
テ
ィ
シ
ョ
ン

（Jessup
International

Law
M

oot
C

ourt

C
om

petition,
M

anfred
Lachs

Space
Law

M
oot

C
ourt

C
om

petition

）
の
教
材
を
用
い

て
、
ラ
イ
テ
ィ
ン
グ
や
オ
ラ
ル
・
ア
ド
ボ
カ
シ

ー
を
手
続
き
に
沿
っ
て
学
ぶ
実
務
ト
レ
ー
ニ
ン

グ
で
あ
り
、
日
本
や
ア
ジ
ア
で
開
催
さ
れ
る
大

会
へ
の
参
加
も
視
野
に
入
れ
て
い
る
。

Litigation

を
専
門
と
す
る
渉
外
弁
護
士
と
し

て
、
ま
た
国
連
等
の
国
際
機
関
で
活
躍
し
た
い

と
考
え
て
い
る
学
生
に
と
っ
て
魅
力
あ
る
実
務

科
目
と
な
る
で
あ
ろ
う
。
第
四
のInternship

は
、
日
本
の
企
業
や
法
律
事
務
所
で
働
く
こ
と

を
希
望
す
る
留
学
生
や
、
国
連
等
の
国
際
機
関

で
働
き
た
い
と
考
え
て
い
る
学
生
が
履
修
す
る

こ
と
を
想
定
し
て
い
る
。
日
本
の
渉
外
法
律
事

務
所
、
企
業
の
法
務
部
、
さ
ら
に
は
国
連
等
の

国
際
機
関
な
ど
に
一
定
期
間
学
生
を
派
遣
し

て
、
英
語
に
よ
る
実
務
研
修
を
行
う
も
の
と
な

っ
て
い
る
。

�イ

選
択
科
目
（E

lective
P
ro
g
ram

）

選
択
科
目
と
し
て
は
、Innovations

and

Intellectual
Property

Law

科
目
群
、A

rea

Studies

科
目
群
、C

om
parative

Law

科
目

群
、C

urrent
Legal

Issues

科
目
群
、Legal

R
esearch

and
W

riting

科
目
群
を
用
意
し
て

い
る
。

Innovations
and

Intellectual
Property

Law

科
目
群
に
つ
い
て
は
、
ク
ロ
ス
・
ア
ポ
イ

ン
ト
メ
ン
ト
制
度
を
活
用
し
て
、
海
外
提
携
ロ

ー
ス
ク
ー
ル
で
あ
る
ア
メ
リ
カ
の
ワ
シ
ン
ト
ン

大
学
（
シ
ア
ト
ル
）
か
ら
、
知
的
財
産
法
の
分

野
に
お
い
て
世
界
的
に
第
一
線
で
活
躍
し
て
い

る
教
員
を
毎
年
春
学
期
に
本
法
務
研
究
科
に
迎

え
、
開
講
す
る
科
目
を
中
心
に
構
成
さ
れ
て
い

る
。
具
体
的
に
は
、Intellectual

Property

from
a

G
lobal

Perspective,
G

lobal
Intel-

lectual
Property

M
anagem

ent,
T

ransna-

tional
Intellectual

Property
E

nforcem
ent

等
、
計
４
科
目
が
配
置
さ
れ
て
い
る
。

A
rea

Studies

科
目
群
は
、
ア
ジ
ア
（
東
ア

ジ
ア
、
東
南
ア
ジ
ア
）
お
よ
び
Ｅ
Ｕ
な
ど
、
特

定
の
地
域
を
選
ん
で
、
そ
の
地
域
に
お
け
る
法

の
発
展
と
課
題
に
つ
い
て
検
討
す
る
授
業
科
目

で
あ
る
。
提
携
海
外
ロ
ー
ス
ク
ー
ル
か
ら
教
員

を
招
聘
し
、
夏
期
集
中
授
業
で
、
中
国
、
韓
国
、

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
な
ど
の
ア
ジ
ア
諸
国
の
法
制
度

を
学
習
す
る
。
将
来
的
に
は
日
本
企
業
と
関
わ

り
の
深
い
地
域
に
つ
い
て
、
更
な
る
授
業
科
目

の
充
実
を
図
る
こ
と
を
予
定
し
て
い
る
。

C
om

parative
Law

科
目
群
で
は
、C

om
-

parative
C

onstitutional
Law

,
C

om
parative

C
ontract

Law
,

C
om

parative
C

orporate

Law
,

C
om

parative
C

orporate
Finance

and
Law

な
ど
、
重
要
か
つ
基
礎
的
な
テ
ー
マ

を
選
び
、
比
較
法
の
手
法
を
用
い
て
シ
ビ
ル
・

ロ
ー
と
対
比
し
つ
つ
、
渉
外
法
務
や
国
際
法
務

に
と
っ
て
重
要
な
コ
モ
ン
・
ロ
ー
の
法
体
系
・

法
制
度
お
よ
び
法
的
思
考
方
法
の
涵
養
を
目
指

す
。

C
urrent

Legal
Issues

科
目
群
で
は
、In-

ternational
Security

Law
,

Frontier
of

the

C
yberspace

Law
,

Japan’s
T

rade
Law

and
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Policy

な
ど
、
ア
ド
・
ホ
ッ
ク
に
現
代
的
な
テ

ー
マ
で
セ
ミ
ナ
ー
を
配
置
し
、
重
点
科
目
を
補

完
す
る
内
容
と
な
っ
て
い
る
。

四
LL.M

.

を
用
い
た
グ
ロ
ー
バ
ル

法
務
人
材
養
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
海

外
展
開

最
後
に
、
自
国
型
で
、
英
語
に
よ
るLL.M

.

コ
ー
ス
を
設
け
る
こ
と
の
も
う
一
つ
の
意
義
に

つ
い
て
説
明
し
て
お
こ
う
。
そ
れ
は
、
グ
ロ
ー

バ
ル
法
務
人
材
養
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
自
体
の
海
外

展
開
と
い
う
点
に
あ
る
。
実
は
こ
の
点
が
、
グ

ロ
ー
バ
ル
法
務
人
材
を
養
成
す
る
た
め
の
イ
ン

フ
ラ
整
備
の
上
で
は
も
っ
と
も
重
要
で
は
な
い

か
と
考
え
て
い
る
。
そ
れ
を
行
う
た
め
に
は
、

世
界
各
国
が
独
自
に
、
英
語
に
よ
る
グ
ロ
ー
バ

ル
人
材
養
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
持
っ
て
い
る
こ
と

が
大
前
提
と
な
り
、
今
後
は
、
そ
れ
を
欠
い
て

は
、
国
際
的
な
競
争
・
協
調
か
ら
完
全
に
取
り

残
さ
れ
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
。
そ
の
点
で

は
、
我
が
国
に
お
け
る
英
語
に
よ
るLL.M

.

コ

ー
ス
の
普
及
は
喫
緊
の
課
題
な
の
で
あ
る
。
シ

ン
ガ
ポ
ー
ル
や
香
港
な
ど
の
英
語
圏
は
当
然
と

し
て
も
、
中
国
や
東
南
ア
ジ
ア
諸
国
の
シ
ビ

ル
・
ロ
ー
圏
と
比
較
し
て
も
、
我
が
国
は
明
ら

か
に
後
塵
を
拝
し
て
お
り
、
こ
の
点
で
は
す
で

に
１０
年
以
上
出
遅
れ
て
い
る
と
い
っ
て
も
過
言

で
は
な
い
で
あ
ろ
う
。

１

ダ
ブ
ル
・
デ
ィ
グ
リ
ー
・
プ
ロ
グ
ラ

ム第
一
の
海
外
展
開
が
ダ
ブ
ル
・
デ
ィ
グ
リ

ー
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
あ
る
。
法
務
研
究
科
で

は
、LL.M

.

の
開
設
に
当
た
っ
て
、
手
始
め
に
、

ワ
シ
ン
ト
ン
大
学（
Ｕ
Ｗ
）ス
ク
ー
ル
・
オ
ブ
・

ロ
ー
（
シ
ア
ト
ル
）
と
の
間
で
ダ
ブ
ル
・
デ
ィ

グ
リ
ー
の
協
定
を
締
結
し
た
。

春
学
期
、
慶
應
義
塾
のLL.M

.

で
学
ん
だ
後

に
、
秋
学
期
か
ら
シ
ア
ト
ル
に
移
り
、
Ｕ
Ｗ
の

LL.M
.

で
学
ぶ
こ
と
に
よ
っ
て
、
合
計
一
年
の

在
籍
で
、
日
米
両
ロ
ー
ス
ク
ー
ル
の
二
つ
の

LL.M
.

を
取
得
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
る
プ
ロ

グ
ラ
ム
で
あ
る
。
ワ
シ
ン
ト
ン
大
学
は
、
�

「A
sian

&
C

om
parative

Law
LL.M

.

」、
�

「G
lobalB

usiness
LL.M

.

」、
�「H

ealth
LL.

M
.

」、
�
「IntellectualProperty

LL.M
.

」、

�
「Sustainable

International
D

evelop-

m
ent

LL.M
.

」、
�
「T

ax
LL.M

.

」
お
よ
び

�
「G

eneral
Law

LL.M
.

」
の
七
つ
のLL.

M
.

か
ら
構
成
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
中
か
ら
一

つ
を
選
び
、
さ
ら
に
専
門
性
を
高
め
る
こ
と
が

で
き
る
。

今
後
、
同
様
の
ダ
ブ
ル
・
デ
ィ
グ
リ
ー
・
プ

ロ
グ
ラ
ム
を
、
ア
ジ
ア
・
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
複
数

の
海
外
提
携
校
と
進
め
る
予
定
で
あ
る
。
ま

た
、
ダ
ブ
ル
・
デ
ィ
グ
リ
ー
で
な
く
て
も
、
海

外
提
携
校
と
の
単
位
互
換
制
度
に
よ
り
、
在
学

期
間
の
う
ち
の
一
学
期
（
一
セ
メ
ス
タ
ー
）
を

海
外
提
携
校
に
留
学
し
、
英
語
で
の
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
を
高
め
、
海
外
で
の
活
動
拠

点
や
人
脈
な
ど
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
形
成
を
行
い

つ
つ
、
単
位
を
取
得
す
る
と
い
う
就
学
パ
タ
ー

ン
を
推
奨
し
て
い
る
。

２

グ
ロ
ー
バ
ル
法
務
人
材
養
成
プ
ロ
グ

ラ
ム
の
共
同
開
発

第
二
は
、LL.M

.

を
活
用
し
た
グ
ロ
ー
バ
ル

法
務
人
材
養
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
共
同
開
発
で
あ

る
。
慶
應
義
塾
は
、
成
長
す
る
ア
ジ
ア
市
場
に

お
い
て
、
新
た
に
生
じ
て
い
る
法
的
課
題
に
対

し
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
視
野
か
ら
課
題
の
解
決
と

共
通
利
益
の
増
進
に
向
け
て
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ

を
と
る
こ
と
の
で
き
る
グ
ロ
ー
バ
ル
法
務
人
材

を
養
成
す
る
た
め
に
、
メ
コ
ン
地
域
諸
国
（
ベ

ト
ナ
ム
、
カ
ン
ボ
ジ
ア
、
ラ
オ
ス
、
タ
イ
、
ミ

ャ
ン
マ
ー
）
の
６
大
学
（
ハ
ノ
イ
法
科
大
学
、

ホ
ー
チ
ミ
ン
経
済
法
律
大
学
、
パ
ニ
ャ
サ
ス
ト

ラ
大
学
、
ラ
オ
ス
国
立
大
学
、
タ
マ
サ
ー
ト
大
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学
、
ヤ
ン
ゴ
ン
大
学
）
と
協
働
し
て
、
ア
ジ
ア

発
グ
ロ
ー
バ
ル
法
務
人
材
養
成
プ
ロ
グ
ラ
ム

（Program
for

A
sian

G
lobal

Legal
Profes-

sions
:

PA
G

LE
P

）
を
共
同
開
発
す
る
こ
と

と
し
た
。同
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
文
部
科
学
省
の「
大

学
の
世
界
展
開
力
強
化
事
業
」（
平
成
２８
年
度
）

に
採
択
さ
れ
て
い
る
。
具
体
的
に
は
、
学
生
の

相
互
派
遣
を
ベ
ー
ス
と
し
て
、
�LL.M

.
in

G
lobal

Legal
Practice

の
重
点
科
目
を
共
通

科
目
と
し
つ
つ
、
各
国
に
お
い
て
そ
の
歴
史

的
・
地
理
的
・
文
化
的
特
色
等
を
活
か
し
た
全

科
目
英
語
を
用
い
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
構
築
す
る

こ
と
、
�
政
府
機
関
・
国
際
機
関
・
法
律
事
務

所
・
企
業
・
Ｎ
Ｐ
Ｏ
／
Ｎ
Ｇ
Ｏ
と
連
携
し
た
イ

ン
タ
ー
ン
等
を
実
施
す
る
こ
と
が
計
画
さ
れ
て

い
る
。

五

今
後
の
課
題

こ
こ
ま
で
、
グ
ロ
ー
バ
ル
法
務
人
材
養
成
の

「
自
国
型
」
モ
デ
ル
の
実
験
的
な
試
み
の
一
例

と
し
て
、
慶
應
義
塾
大
学
法
科
大
学
院
に
お
け

る
「
グ
ロ
ー
バ
ル
法
務
専
攻
」
の
取
組
を
紹
介

し
て
き
た
が
、
そ
れ
を
通
し
て
見
え
て
く
る
、

我
が
国
の
グ
ロ
ー
バ
ル
法
務
人
材
養
成
の
今
後

の
課
題
を
整
理
し
て
お
き
た
い
。

第
一
は
、
規
模
と
競
争
環
境
の
確
保
で
あ

る
。
グ
ロ
ー
バ
ル
法
務
専
攻
の
ス
タ
ー
ト
時
の

入
学
定
員
は
、
留
学
生
も
含
め
て
３０
名
に
留
ま

る
（
注
１０
）
。
今
後
、
慶
應
義
塾
と
し
て
定
員
の

拡
大
も
視
野
に
入
れ
て
い
る
が
、
よ
り
望
ま
し

い
の
は
、
当
面
の
目
標
と
し
て
我
が
国
全
体
で

１
０
０
名
程
度
の
定
員
規
模
で
、
リ
ソ
ー
ス
を

持
っ
た
い
く
つ
か
の
法
科
大
学
院
が
拠
点
校
と

し
て
同
様
のLL.M

.

を
立
ち
上
げ
て
、
法
科
大

学
院
間
の
競
争
環
境
が
確
保
さ
れ
る
こ
と
だ
と

考
え
て
い
る
。

第
二
は
、
コ
ア
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
策
定
で
あ

る
。
三
３
で
紹
介
し
た
慶
應
義
塾
の
カ
リ
キ
ュ

ラ
ム
は
、
よ
く
練
ら
れ
て
い
る
と
自
負
は
し
て

い
る
が
、
あ
く
ま
で
も
暫
定
バ
ー
ジ
ョ
ン
に
過

ぎ
ず
、
今
後
、
国
内
外
の
競
争
環
境
が
確
保
さ

れ
る
中
で
、
コ
ア
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
策
定
す
る

作
業
が
不
可
欠
と
な
る
で
あ
ろ
う
。

第
三
は
、
法
曹
界
・
ビ
ジ
ネ
ス
界
に
お
け
る

意
識
改
革
が
求
め
ら
れ
る
。
現
時
点
で
は
、
グ

ロ
ー
バ
ル
法
務
人
材
の
養
成
の
た
め
に
は
、
ア

メ
リ
カ
の
ロ
ー
ス
ク
ー
ル
に
派
遣
し
、
ア
メ
リ

カ
で
のLL.M

.

・
法
曹
資
格
を
取
得
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
と
の「
神
話
」が
支
配
的
で
あ
る
。

し
か
し
今
後
は
、
そ
れ
は
選
択
肢
の
一
つ
に
過

ぎ
な
い
。
近
頃
、
法
律
事
務
所
や
企
業
に
お
い

て
、
ア
メ
リ
カ
へ
の
派
遣
に
つ
い
て
コ
ス
ト
意

識
が
芽
生
え
つ
つ
あ
る
と
い
う
話
を
よ
く
耳
に

は
す
る
が
、
よ
り
積
極
的
に
、「
司
法
外
交
」

立
国
を
目
指
す
と
い
う
視
角
か
ら
、
我
が
国
の

グ
ロ
ー
バ
ル
法
務
人
材
養
成
の
た
め
の
イ
ン
フ

ラ
整
備
に
、
法
曹
界
・
ビ
ジ
ネ
ス
界
を
あ
げ
て

取
り
組
む
べ
き
時
代
が
待
っ
た
な
し
に
到
来
し

つ
つ
あ
る
と
い
う
危
機
意
識
を
共
有
し
て
い
た

だ
け
れ
ば
幸
い
で
あ
る
。
今
般
のLL.M

.

の
開

設
を
契
機
に
、「
外
注
型
」
か
ら
「
自
国
型
」

へ
の
パ
ラ
ダ
イ
ム
シ
フ
ト
が
進
展
す
る
こ
と
を

期
待
す
る
次
第
で
あ
る
。

第
四
は
、
質
が
高
く
、
将
来
性
豊
か
な
外
国

人
留
学
生
を
継
続
し
て
受
け
入
れ
る
体
制
を
整

え
る
と
い
う
点
で
あ
る
。
我
が
国
独
自
の
英
語

に
よ
るLL.M

.

を
創
設
す
る
こ
と
の
意
義
は
、

日
本
人
法
曹
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
だ
け
で
は
な

く
、
世
界
各
国
の
法
曹
・
法
務
人
材
あ
る
い
は

そ
の
卵
に
、
日
本
法
や
日
本
に
お
け
る
企
業
法

務
・
紛
争
解
決
に
関
心
を
持
っ
て
も
ら
い
、
日

本
に
留
学
す
る
機
会
を
提
供
し
、
日
本
発
で
相

互
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
形
成
を
推
進
す
る
こ
と
に

あ
る
。
実
際
に
、
グ
ロ
ー
バ
ル
法
務
専
攻
の
初

年
度
の
ア
ド
ミ
ッ
シ
ョ
ン
の
状
況
か
ら
も
、
日

本
に
お
け
る
英
語
で
のLL.M

.

コ
ー
ス
に
対
す

る
関
心
が
い
か
に
高
い
か
を
伺
い
知
る
こ
と
が

で
き
る
（
注
１０
参
照
）。
特
に
東
ア
ジ
ア
や
東

南
ア
ジ
ア
の
留
学
生
の
関
心
が
高
い
。
ア
メ
リ

カ
や
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
な
ど
コ
モ
ン
・
ロ
ー
圏
の
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主
要
ロ
ー
ス
ク
ー
ル
に
伍
し
て
優
秀
な
留
学
生

を
獲
得
す
る
た
め
に
は
、
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
充

実
さ
せ
る
と
と
も
に
、
奨
学
金
等
の
経
済
的
支

援
の
強
化
策
が
急
務
で
あ
る
と
思
わ
れ
る
。

第
五
は
、
グ
ロ
ー
バ
ル
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の

構
築
で
あ
る
。
ま
ず
は
、
四
で
紹
介
し
た
よ
う

に
、
海
外
の
ロ
ー
ス
ク
ー
ル
と
の
交
流
が
基
軸

で
あ
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
が
（
注
１１
）
、

さ
ら
に
国
内
外
の
各
種
国
際
紛
争
解
決
機
関
と

の
連
携
も
重
要
と
な
る
で
あ
ろ
う
（
注
１２
）
。

以
上
の
課
題
を
克
服
し
つ
つ
、
我
が
国
に
お

い
て
も
、「
自
国
型
」
モ
デ
ル
に
よ
る
グ
ロ
ー

バ
ル
法
務
人
材
養
成
の
た
め
の
教
育
イ
ン
フ
ラ

整
備
を
推
進
す
る
こ
と
が
、
法
科
大
学
院
制
度

に
課
せ
ら
れ
た
次
な
る
使
命
の
一
つ
で
あ
る
と

確
信
し
て
い
る
。

（
注
）

（
１
）
中
央
教
育
審
議
会
「
法
科
大
学
院
の
設
置
基
準
等
に
つ
い

て
（
答
申
）」（
平
成
１４
年
８
月
５
日
）。http

://w
w

w
.m

ext.

go.jp
/

b
_

m
enu

/
shingi/

chukyo
/

chukyo
0

/
toushin

/

020803.htm

（
２
）
中
央
教
育
審
議
会
大
学
分
科
会
法
科
大
学
院
等
特
別
委
員

会
（
第
７９
回
）
資
料
「
法
科
大
学
院
公
的
支
援
見
直
し
強
化
・

加
算
プ
ロ
グ
ラ
ム
加
算
対
象
取
組
一
覧
」
２０
〜
２７
頁
（
６
国
際

化
対
応
）
参
照
。

（
３
）
法
科
大
学
院
の
修
了
生
の
活
躍
に
つ
い
て
は
、
法
科
大
学

院
協
会
の
Ｈ
Ｐ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
記
事
を
参
照
さ
れ
た
い
。

http
://lskyokai.jp/shuryosei/katsuyaku.htm

l

（
４
）
前
掲
（
注
２
）「
法
科
大
学
院
公
的
支
援
見
直
し
強
化
・
加

算
プ
ロ
グ
ラ
ム
加
算
対
象
取
組
一
覧
」
１３
〜
１９
頁
（
５
継
続
教

育
）
参
照
）。

（
５
）
自
由
民
主
党
政
務
調
査
会
司
法
制
度
調
査
会
「『
法
の
支

配
』
を
基
盤
と
す
る
『
日
本
型
司
法
制
度
』
〜
ソ
フ
ト
パ
ワ
ー

と
し
て
の
『
司
法
外
交
』
の
展
開
」（
平
成
２８
年
５
月
２４
日
・

中
間
提
言
）
参
照
。

（
６
）
日
本
経
済
新
聞
（
２
０
１
７
年
５
月
１８
日
朝
刊
）
は
、
政

府
が
国
際
ビ
ジ
ネ
ス
の
ト
ラ
ブ
ル
を
解
決
す
る
「
国
際
商
事
仲

裁
」
を
専
門
に
扱
う
施
設
（「
日
本
国
際
仲
裁
セ
ン
タ
ー
」（
仮

称
））
の
設
置
に
官
民
挙
げ
て
乗
り
出
す
と
報
じ
て
い
る
。

（
７
）
学
位
の
種
類
及
び
分
野
の
変
更
等
に
関
す
る
基
準
（
平
成

１５
年
３
月
３１
日
文
部
科
学
省
告
示
第
３９
号
）
別
表
第
１
参
照
。

（
８
）
こ
の
点
で
、LL.M

.

は
正
確
に
い
う
と
、「
法
科
大
学
院
」

で
は
な
い
が
、J.D

.

とLL.M
.

を
併
せ
て
、「
ロ
ー
ス
ク
ー
ル
」

と
呼
ぶ
こ
と
は
可
能
だ
と
考
え
て
い
る
。

（
９
）
授
業
科
目
お
よ
び
担
当
者
に
つ
い
て
は
、http

://w
w

w
.ls.

keio.ac.jp/en/llm
/course_list.htm

l

を
参
照
。

（
１０
）
平
成
２９
年
度
入
試
に
お
け
る
入
学
許
可
者
３１
名
の
国
別
内

訳
は
、
日
本
６
名
、
中
国
８
名
、
韓
国
４
名
、
ベ
ト
ナ
ム
２
名
、

タ
イ
２
名
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
２
名
、
ア
メ
リ
カ
１
名
、
ブ
ラ
ジ

ル
１
名
、
フ
ラ
ン
ス
２
名
、
ド
イ
ツ
１
名
、
イ
タ
リ
ア
１
名
、

ケ
ニ
ア
１
名
で
あ
っ
た
。
次
年
度
以
降
、
我
が
国
お
け
る
認
知

度
を
さ
ら
に
高
め
て
、
日
本
人
法
曹
の
割
合
を
増
や
し
た
い
と

考
え
て
い
る
。

（
１１
）
ワ
シ
ン
ト
ン
大
学
ロ
ー
ス
ク
ー
ル
（
シ
ア
ト
ル
）
と
共
催

で
、
国
際
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
「H

ow
should

law
be

taught
in

the
globalizing

w
orld?

」（
２
０
１
４
年
１２
月
１６
日
三
田
キ
ャ

ン
パ
ス
）
を
開
催
し
、
両
校
を
中
心
と
し
た
ア
ジ
ア
太
平
洋
諸

国
に
お
け
る
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
形
式
のJoint

D
egree

に
よ
る

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
形
成
を
模
索
す
る
１０
年
計
画
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
が
始
動
し
て
い
る
。

（
１２
）
慶
應
義
塾
大
学
法
科
大
学
院
で
は
、
２
０
１
６
年
４
月
２７

日
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
最
高
裁
判
所
か
ら
ス
ン
ダ
レ
シ
ュ
・
メ
ノ

ン
長
官
、
谷
口
安
平
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
国
際
商
事
裁
判
所
・
国
際

判
事
、
ア
ン
セ
ル
モ
・
レ
イ
エ
ス
同
判
事
を
招
聘
し
て
、
国
際

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
「
ア
ジ
ア
に
お
け
る
国
際
紛
争
解
決
」
を
開
催

し
た
（
基
調
講
演
に
つ
き
、Sundaresh

M
E

N
O

N
,

T
he

Future
is

N
ow

,
Legal

T
rends

in
the

G
lobal

V
illage,

K
eio

Law
Journal,

N
o36

（D
ec.

2016

）,p.5

）。
来
年
度
か

ら
は
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
最
高
裁
判
所
で
の
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ

プ
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
へ
のLL.M

.

学
生
の
派
遣
を
開
始
す
る
予
定

で
あ
る
。

（
か
た
や
ま
・
な
お
や
）
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慶應義塾大学大学院法務研究科グローバル法務専攻 

「国際紛争解決専修プログラム」 

 

１．趣旨 

 国際仲裁等のグローバル・フィールドで活躍したいと考えている法曹実務家が、慶應義塾

大学大学院法務研究科 (KLS) グローバル法務専攻 (LL.M. in Global Legal Practice) に設

置された、国際紛争解決に関する英語での授業科目を科目等履修生として受講し、所定の単

位（6単位以上）を修得することにより、KLSの修了認証 (PC : Program Certificate) を

受けることを目的とするプログラムで、KLS における法曹リカレント教育  (CLE : 

Continuing Legal Education）のひとつです。 

 

※慶應義塾大学大学院法務研究科の「法曹リカレント教育(CLE ）」については、以下のサ

イトをご覧下さい。 

http://www.ls.keio.ac.jp/cle/index.html 

 

２．プログラムの内容と修了認証の要件 

 国際紛争解決専修プログラムは、国際仲裁を中心とした国際紛争解決に関連する多数の

授業科目によって構成されています。選択必修科目 I（基本科目）、選択必修科目Ⅱ（実務演

習科目）と選択科目（専門・特殊 ADR科目）に分かれていますが、この修了認証を受ける

ためには、指定された授業科目から選択必修科目Ⅰ（2単位以上）、選択必修科目Ⅱ（1単位

以上）を含めた 6単位以上を修得することが必要です。 

 

（１）選択必修科目Ⅰ（2単位以上） 

  Introduction to Arbitration (春学期・秋学期開講、1単位) 

       担当：Anselmo T. Reyes 

International Commercial Arbitration I (春学期開講、2単位) 

    担当：Douglas K. Freeman 

International Commercial Arbitration II (秋学期開講、2単位） 

    担当：Yoshimi Ohara, Tony Andriotis, Joaquin P. Terceño 

   

（２）選択必修科目Ⅱ（1単位以上） 

Practical Training : International Commercial Dispute Resolution - An 

Introduction to Professional Practice（春学期開講、2単位） 

     担当：Susumu Masuda, Yuko Kanemaru, Huw Watkins 

   Practical Training :Negotiation（春学期開講、2単位） 

     担当：Makoto Shimada, Masako Miyatake, Satoshi Yamabe 

http://www.ls.keio.ac.jp/cle/index.html
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     Practical Training : Mediation (春学期開講、１単位) 

     担当：Masako Miyatake 

Practical Training : Arbitration（秋学期開講、2単位） 

     担当 Makoto Shimada, Douglas K. Freeman, Masako Miyatake, Satoshi 

Yamabe 

Practical Training :Legal Debate and Negotiation（秋学期開講、2単位） 

   担当：David G. Litt, Bansal Vipasha  

     Practical Training : Mout Court（春学期・秋学期通年開講、3単位） 

     担当 Setsuko Aoki 

 

（３）選択科目（制限なし。ただし、上記（１）（２）と合わせて 6単位以上） 

  Case Study in International Dispute Resolution（春学期開講、１単位） 

    担当：Yoshimasa Furuta, Tony Andriotis 

  Cross-border Litigation（春学期開講、2単位） 

    担当：Susumu Masuda 

  Comparative IP Case Law and Litigation（春学期開講、2単位） 

    担当：Toshiko Takenaka 

    Seminar (Case Study in International Competition Law)（春学期開講、1単位） 

    担当：Hiromitsu Miyagawa 

    International Investment Arbitration (秋学期開講、2単位） 

    担当：Anselmo T. Reyes 

    Sports Law and Dispute Resolution (秋学期開講、2単位） 

    担当：Masahiro Takamatsu  

 

３．費用等 

 法科大学院の授業を受講する法曹実務家は、「科目等履修生」となります。科目等履修生

として 法科大学院の授業を受講するためには、下記の費用が必要です。修了認証を受ける

のに必要な授業料等の総額は、1年（2学期）6単位で 30万 8000円です。 

 

【審査料 (1 年度分) ※ 18,000 円 ／登録料 (1 学期) ※ 40,000 円 ／授業料 (1 単位) 

35,000円 】 

 

４．出願手続 

 弁護士などの法曹実務家であれば、原則として誰でも専修プログラムに参加することが

できます。ただし、英語で授業を行なうという分野の性質上、適切な成果を得るためには、 

一定程度の英語力（目安として、TOEICスコアで 800点を推奨とする）が必要です。 


